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後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針【改正案たたき台】 

平成 29 年 4 月 11 日 

※今後法技術的な修正がありうる。 

 

現 行 改正案たたき台 委員等のご意見 

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防

指針 

 

 後天性免疫不全症候群や無症状病原体保有の

状態（HIV（ヒト免疫不全ウイルス）に感染して

いるが、後天性免疫不全症候群を発症していな

い状態をいう。）は、正しい知識とそれに基づ

く個人個人の注意深い行動により、多くの場合、

予防することが可能な疾患である。また、近年

の医学や医療の進歩により、感染しても早期発

見及び早期治療によって長期間社会の一員とし

て生活を営むことができるようになってきてお

り、様々な支援体制も整備されつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防

指針 

 

 後天性免疫不全症候群（以下「エイズ」とい

う。）の原因は、ヒト免疫不全ウイルス(Human 

Immunodeficiency Virus 以下「HIV」という。)

への感染である。正しい知識とそれに基づく個

人個人の注意深い行動により、多くの場合、HIV

への感染を予防することは可能である。近年の

抗HIV療法の進歩は、HIVに感染している者であ

ってエイズを発症していない状態のもの（以下

「感染者」という。) 及びエイズ患者(以下「患

者」という。)の生命予後を改善した。さらに、

抗HIV療法は他人へ感染させるリスクを有意に

減らすこと(Treatment as Prevention: T as P)

が示された。 

近年の抗HIV療法の進歩により、感染者及び患

者（以下｢感染者等」という。）の予後が改善さ

れた結果、早期発見及び早期治療によって、感

染者等は健常者と同等の生活を送ることができ

 

 

 

 

・ヒト免疫不全ウイルス(HIV)が原因であること

を前文に記載してはどうか。 

 

 

 

 

 

 

・感染率ではなく感染機会と記載してはどうか。 

・T as P(Treatment as Prevention)は重要であ

るため、前文に記載してはどうか。 

 

 

・適切な治療を受ければ、健常者と同等の生活

を送れるようになったことを記載してはどう

か。 

資料 １ 
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しかしながら、日本における発生の動向につ

いては、国及び都道府県等（都道府県、保健所

を設置する市及び特別区をいう。以下同じ。）

がHIV感染に関する情報を収集及び分析し、国民

や医師等の医療関係者に対して情報を公表して

いる調査（以下「エイズ発生動向調査」という。）

によれば、他の多くの先進諸国とは異なり、地

域的にも、また、年齢的にも依然として広がり

を見せており、特に、二十代から三十代までの

若年層が多くを占めている。また、感染経路別

に見た場合、性的接触がほとんどを占めている

が、特に、日本人男性が同性間の性的接触によ

って国内で感染する事例が増加している。 

 こうした状況を踏まえ、今後とも、感染の予

防及びまん延の防止を更に強力に進めていく必

要があり、そのためには、国と地方公共団体及

び地方公共団体相互の役割分担を明確にし、正

しい知識の普及啓発及び教育並びに保健所等に

ることとなった。一方で、HIV感染症（HIVへ感

染している状態であってエイズを発症していな

いものをいう。以下同じ。）は、慢性感染症で

あり、感染者等の高齢化に伴う合併症の発症リ

スクの増加及び長期療養に伴う費用負担の増加

という新たな対応すべき課題が発生しており、

長期療養の環境整備が必要となっている。 

日本における発生の動向については、国及び

都道府県等（都道府県、保健所を設置する市及

び特別区をいう。以下同じ。）が感染者等に関

する情報を収集及び分析し、国民や医師等の医

療関係者に対して情報を公表している調査（以

下「エイズ発生動向調査」という。）によれば、

エイズを発症した状態で感染が判明した者が、

新規にHIVへの感染が判明した感染者等の約３

割を占めており、早期発見に向けたさらなる施

策が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・慢性感染症としての位置づけを記載してはど

うか。 

・合併症に関する記載してはどうか。 

・長期療養環境整備の重要性について前文に記

載してはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

・エイズ対策の課題（エイズ発症後に新規感染

者として見つかるケースが３割と高いこと）

を前文に明示してはどうか。 
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おける検査・相談（カウンセリング）体制の充

実を中心に、連携して重点的かつ計画的に取り

組むことが最も重要であるとともに、国、地方

公共団体、医療関係者、患者団体を含む非営利

組織又は非政府組織（以下「NGO等」という。）、

海外の国際機関等との連携を強化していくこと

が重要である。 

 また、日本の既存の施策は全般的なものであ

ったため、特定の集団に対する感染の拡大の抑

制に必ずしも結び付いてこなかった。こうした

現状を踏まえ、国及び都道府県等は、個別施策

層（感染の可能性が疫学的に懸念されながらも、

感染に関する正しい知識の入手が困難であった

り、偏見や差別が存在している社会的背景等か

ら、適切な保健医療サービスを受けていないと

考えられるために施策の実施において特別な配

慮を必要とする人々をいう。以下同じ。）に対

して、人権や社会的背景に最大限配慮したきめ

細かく効果的な施策を追加的に実施することが

重要である。個別施策層としては、現在の情報

に鑑みれば、性に関する意思決定や行動選択に

係る能力について形成過程にある青少年、言語

的障壁や文化的障壁のある外国人及び性的指向

の側面で配慮の必要なMSM（男性間で性行為を行

う者をいう。以下同じ。）が挙げられる。また、

 

 

 

 

 

 

 

HIVは血液又は体液に存在し、主要な感染経路

としては、性行為による感染、HIVに汚染された

血液を介した感染、母子感染等がある。性行為

による感染がHIVの主要な感染経路であること

から、性に関する適切な意思決定や行動選択に

係る能力が形成過程にある青少年に対しては、

性感染症の一つとして、HIVに関する知識の普及

啓発を行うことが特に重要である。また、HIV

は性的指向のマイノリティー（例えば男性間で

性的接触を行う者(men who have sex with men。

以下「MSM」という。）、性風俗産業の従事者、

違法な薬物使用者等における感染拡大のリスク

が高いという特徴がある。我が国では、これら

の人々に加え、言語的障壁又は文化的障壁があ

り適切な保健医療サービスを受けていないと考

えられる外国人を、個別施策層(施策の実施にお

いて特別な配慮を必要とする人々をいう。以下

同じ。)と位置づけている。現時点では、MSMが

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「薬物乱用・依存者」を「薬物依存者」と記載

してはどうか。 

・個別施策層の中でもＭＳＭが感染者の大半を

占めることを記載してはどうか。 

・現時点では患者等は過半数が MSM と正確に記

載してはどうか。 

・青少年は、「感染の可能性が疫学的に懸念」さ

れる人々ではないため、個別施策層から外し

てはどうか。 

・性に関する意思決定は意志決定に変更しては

どうか。 
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HIVは、性的接触を介して感染することから、性

風俗産業の従事者及び利用者も個別施策層とし

て対応する必要がある。さらに、薬物乱用等も

感染の一因となり得るため、薬物乱用者につい

ても個別施策層として対応する必要がある。な

お、具体的な個別施策層については、状況の変

化に応じて適切な見直しがなされるべきであ

る。 

さらに、施策の実施に当たっては、感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律（以下「法」という。）の理念である感染症

の予防と医療の提供を車の両輪のごとく位置付

けるとともに、患者等（患者及び無症状病原体

保有者（HIV感染者）をいう。以下同じ。）の人

権を尊重し、偏見や差別を解消していくことが

大切であるという考えを常に念頭に置きつつ、

関係者が協力していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染者等の過半数を占めており、特に重点的な

配慮が必要である。 

具体的な個別施策層については、状況の変化

に応じて適切な見直しがなされるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 HIV感染症・エイズについては、原因不明で有

効な治療法が無く死に至る病であった時代の認

識にとどまっている場合があり、また、個別施

策層に属する人々が少数であることから、正確

な知識の普及が阻害されている。その結果、感

染者等の医療及び福祉を受ける権利が必ずしも

尊重されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・HIV 感染症・エイズの記載で統一して記載し

てはどうか。 

 

 

・HIV 感染症に対する負のイメージを払拭する

周知広報の重要性について前文に記載しては

どうか。 
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本指針は、このような認識の下に、後天性免

疫不全症候群に応じた予防の総合的な推進を図

るため、国、地方公共団体、医療関係者及びNGO

等が連携して取り組んでいくべき課題につい

て、正しい知識の普及啓発及び教育並びに保健

所等における検査・相談体制の充実等による発

生の予防及びまん延の防止、患者等に対する人

権を尊重した良質かつ適切な医療の提供等の観

点から新たな取組の方向性を示すことを目的と

する。 

 なお、本指針については、少なくとも五年ご 

とに再検討を加え、必要があると認めるときは、 

これを変更していくものである。 

したがって、社会に対してHIV感染症・エイズ

に関する正確な知識を普及し、国民一人一人が

感染者等に対する偏見及び差別を解消するとと

もに、国民が自らの健康の問題として感染予防

を適切に行うことが重要である。 

本指針は、このような認識の下に、HIV感染

症・エイズに応じた予防の総合的な推進を図る

ため、国、地方公共団体、医療関係者及びNGO等

が連携して取り組んでいくべき課題について、

正しい知識の普及啓発及び教育並びに保健所等

における検査・相談体制の充実等による発生の

予防及びまん延の防止、感染者等に対する人権

を尊重した良質かつ適切な医療の提供等の観点

から新たな取組の方向性を示すことを目的とす

る。 

 なお、本指針については、少なくとも五年ご

とに再検討を加え、必要があると認めるときは、

これを変更していくものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一 原因の究明 第一 原因の究明  

一 エイズ発生動向調査の強化 

エイズ発生動向調査は、感染の予防及び良質

かつ適切な医療の提供のための施策の推進に当

たり、最も基本的な事項である。このため、国

及び都道府県等は、患者等の人権及び個人の情

一 基本的考え方 

  

 

国及び都道府県等は、感染者等の人権及び個

人の情報保護に十分に配慮した上で、国立感染

・すべての項の最初に基本的な考え方を入れて

統一することとしてはどうか。 

・疫学的動向の記載をまとめて「原因の究明」

の項に記載してはどうか。 
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報保護に十分に配慮した上で、国立感染症研究

所、研究班（厚生労働科学研究費補助金エイズ

対策研究事業に関係する研究者や研究班をい

う。以下同じ。）及びNGO等と協力し、 

 

 

 

 

 

 

法に基づくエイズ発生動向調査の分析を引き続

き強化するとともに、患者等への説明と同意の

上で行われる、病状に変化を生じた事項に関す

る報告である任意報告についても、関係者に対

する周知徹底を図り、その情報の分析を引き続

き強化すべきである。なお、エイズ発生動向調

査の分析に当たっては、患者等に関する疫学調

査・研究等の関連情報を収集することにより、

エイズ発生動向調査を補完することが必要であ

る。 

また、都道府県等は、正しい知識の普及啓発

等の施策を主体的かつ計画的に実施するため、

患者等の人権及び個人情報の保護に配慮した上

で、地域における発生動向を正確に把握するこ

とが重要である。 

症研究所、研究班及びNGO等と協力し、感染者等

に関する情報の収集に努め、感染の予防及び良

質かつ適切な医療の提供を行うための施策を立

案及び実行することが重要である。 

 

二 エイズ発生動向調査の強化 

国及び都道府県等は、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律（平成十年

法律第百十四号）に基づくエイズ発生動向調査

の分析を引き続き強化するとともに、死因を含

む病状の変化を生じた事項に関する報告である

任意報告についても、関係者に必要性を周知徹

底し、その情報の分析を引き続き強化すべきで

ある。なお、エイズ発生動向調査の分析に当た

っては、地域差を考慮するとともに、感染者等

に関する疫学調査・研究等の関連情報を収集す

ることにより、エイズ発生動向調査を補完する

ことが必要である。  

また、国は、国際連合エイズ合同計画（UNAIDS）

が提唱するケアカスケードの評価に資する疫学

調査･研究等を継続的に実施する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現在の任意報告は説明と同意は必要ないので

記載する必要がないのではないか。 

・いわゆる「いきなりエイズ」で発見された者

が診療を受けていなかったか原因を調査する

ことの重要性を記載してはどうか。 

 

 

・分析に当たっては地域差を考慮することが重

要であり、地域差について記載してはどうか。 

 

 

・国は、我が国のHIV感染症・エイズ診療状況を

把握し、HIV感染症におけるケアカスケードを

作成するための疫学情報を継続的に収集・研
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 究し、広く情報提供を行うことで啓発に努め

ることとしてはどうか。 

 

二 個別施策層に対するエイズ発生動向調査の

実施 

 国は、研究班やNGO等と協力し、人権及び個人

情報の保護に配慮した上で、個別施策層に関す

る発生動向を調査・把握し、分析することが重

要である。 

 

 ・「二 エイズ発生動向調査の強化」に統合して

はどうか。 

三 国際的な発生動向の把握 

 国際交流が活発化し、多くの日本人が海外に

長期又は短期間滞在しているとともに、日本国

内に多くの外国人が居住するようになった状況

に鑑み、国は、研究班や NGO 等と協力し、海外

における発生動向を把握し、日本への影響を事

前に推定することが重要である。 

三 国際的な発生動向の把握 

 国際交流が活発化し、多くの日本人が海外に

長期又は短期間滞在しているとともに、多くの

外国人が訪日し、また日本国内に居住するよう

になった状況に鑑み、国は、研究班やNGO等と協

力し、海外におけるHIV感染症・エイズの発生動

向を把握し、日本への影響を事前に推定するこ

とが重要である。 

 

 

 

 

・訪日外国人の増加について記載してはどうか。 

 

四 エイズ発生動向調査等の結果等の公開及び

提供 

 国等は、収集されたエイズ発生動向調査等の

結果やその分析に関する情報を、多様な媒体を

通じて、広く公開及び提供を行っていくことが 

重要である。 

四 エイズ発生動向調査等の結果等の公開及び

提供 

 国は、収集されたエイズ発生動向調査等の結

果やその分析に関する情報を、多様な媒体を通

じて、広く公開及び提供を行っていくことが重 

要である。 
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第二 発生の予防及びまん延の防止 

一 基本的考え方 

 後天性免疫不全症候群は、性感染症と同様に、

個人個人の注意深い行動により、その予防が可

能な疾患であり、国及び都道府県等は、現在に

おける最大の感染経路が性的接触であることを

踏まえ、①正しい知識の普及啓発及び②保健所

等における検査・相談体制の充実を中心とした

予防対策を重点的かつ計画的に進めていくこと

が重要である。また、保健所をこれらの対策の

中核として位置付けるとともに、所管地域にお

ける発生動向を正確に把握できるようその機能

を強化することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

第三 普及啓発及び教育 

一 基本的考え方 

 普及啓発及び教育においては特に、科学的根

拠に基づく正しい知識に加え、保健所等におけ

 

第二 発生の予防及びまん延の防止 

一 基本的考え方 

国及び都道府県等は、現在における最大の感

染経路が性的接触であること、性感染症のり患

とHIV感染症・エイズとの関係が深いこと等を踏

まえ、①性感染症に関する特定感染症予防指針

（平成十二年厚生省告示第十五号）に基づき行

われる施策とHIV感染症対策とを連携させた施

策、②コンドームの適切な使用を含めた正しい

感染予防の知識の普及啓発、③仮にHIVに感染し

たとしても、早期発見及び早期治療を適切に行

うことで、エイズの発症を防止し、他人へ感染

させるリスクを大幅に低減できることについて

の普及啓発並びに④地域の実情に即した検査・

相談体制の充実を中心とした予防対策を重点的

かつ計画的に進めていくことが、HIV感染症・エ

イズの発生の予防及びまん延の防止のために重

要である。都道府県等は、保健所をこれらの対

策の中核と位置付けるとともに、所管地域にお

ける医療機関等からの情報を元に発生動向を正

確に把握し、施策に反映するよう努めることが

重要である。 

普及啓発及び教育においては特に、科学的根

拠に基づく正しい知識に加え、保健所等におけ

 

・「第二 発生の予防およびまん延の防止」の項

の中に、「普及啓発及び教育」及び「検査・相

談体制の充実」を取り込んではどうか。 

・「二 性感染症対策との連携」から移行しては

どうか。 

 

 

 

・コンドームの使用の重要性を強調すべきでは

ないか。 

・早期発見・早期治療を行うことが自らにも社

会にも有益であることを、国民一般に広く啓

発する重要性を記載してはどうか。 

・現行の普及啓発の基本的な考え方の一部を残

して記載してはどうか。 
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る検査・相談の利用に係る情報、医療機関を受

診する上で必要な情報等を周知することが重要

である。 

また、普及啓発及び教育は、近年の発生動向

を踏まえ、対象者の実情に応じて正確な情報と

知識を、分かりやすい内容と効果的な媒体によ

り提供する取組を強化することで、個人個人の

行動がHIVに感染する危険性の低いもの又は無

いものに変化すること（以下「行動変容」とい

う。）を促進する必要がある。 

 さらに、感染の危険にさらされている者のみ

ならず、それらを取り巻く家庭、地域、学校、

職場等へ向けた普及啓発及び教育についても効

果的に取り組み、行動変容を起こしやすくする

ような環境を醸成していくことが必要である。 

 普及啓発及び教育を行う方法については、国

民一般を対象にHIV・エイズに係る情報や正しい

知識を提供するものと、個別施策層等の対象と

なる層を設定し行動変容を促すものとがあり、

前者については、国民の関心を持続的に高める

ために、国及び地方公共団体が主体的に全国又

は地域全般にわたり施策に取り組むことが重要

であり、後者については、対象者の年齢、行動

段階等の実情に応じた内容とする必要があるこ

とから、住民に身近な地方公共団体がNGO等と連

る検査・相談の利用に係る情報、医療機関を受

診する上で必要な情報等を周知することが重要

である。 

 また、普及啓発及び教育は、近年の発生動向

を踏まえ、対象者の実情に応じて正確な情報と

知識を、分かりやすい内容と効果的な媒体によ

り提供する取組を強化することで、個人個人の

行動がHIVに感染する危険性の低いもの又は無

いものに変化すること（以下「行動変容」とい

う。）を促進する必要がある。 

 さらに、感染の危険にさらされている者のみ

ならず、それらを取り巻く家庭、地域、学校、

職場等へ向けた普及啓発及び教育についても効

果的に取り組み、行動変容を起こしやすくする

ような環境を醸成していくことが必要である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行指針の感染の危険にさらされている～ 

の部分は今回の指針改訂の中でも重要である

ため残してはどうか。 
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携して進めていくことが重要である。 

 国及び地方公共団体は、感染の危険にさらさ

れている者のみならず、日本に在住する全ての

人々に対して、感染に関する正しい知識を普及

できるように、学校教育及び社会教育との連携

を強化して、対象者に応じた効果的な教育資材

を開発すること等により、具体的な普及啓発活

動を行うことが重要である。また、普及啓発に

携わる者に対する教育を行うことも重要であ

る。さらに、患者等や NGO 等が実施する性行動

等における感染予防のための普及啓発事業が円

滑に行われるように支援することが重要であ

る。 

 

二 性感染症対策との連携 

 現状では、最大の感染経路が性的接触である

こと、性感染症の罹患とHIV感染の関係が深いこ

と等から、予防及び医療の両面において、性感

染症対策とHIV感染対策との連携を図ることが

重要である。したがって、性感染症に関する特

定感染症予防指針（平成十二年厚生省告示第十

五号）に基づき行われる施策とHIV感染対策とを

連携して、対策を進めていくことが必要である。

具体的には、性感染症の感染予防対策として、

コンドームの適切な使用を含めた性感染症の予

 ・「第二 二 性感染症対策との連携」を「一 

基本的考え方」と統合してはどうか。 
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防のための正しい知識の普及啓発、保健所等に

おける性感染症検査の際に、HIV検査の受検を勧

奨する体制を充実すること等が重要である。 

 

三 その他の感染経路対策 

 薬物乱用のうち静注薬物の使用によるもの、

輸血、母子感染、医療現場における事故による

偶発的な感染といった性的接触以外の感染経路

については、厚生労働省は引き続き、関係機関

（関係省庁、保健所等、独立行政法人国立国際

医療研究センターエイズ治療・研究開発センタ

ー（以下「ACC」という。）、地方ブロック拠点

病院、中核拠点病院、エイズ治療拠点病院等）

と連携し、正しい知識の普及啓発及び教育の充

実、検査・相談体制の推進等の予防措置を強化

することが重要である。また、関連する研究班

やNGO等と連携し、その実態を把握するための調

査研究を実施することも重要である。 

 

  

四 個別施策層に対する施策の実施 

 国及び都道府県等は、引き続き、個別施策層

（特に、青少年及びMSM）に対して、人権や社会

的背景に最大限配慮したきめ細かく効果的な施

策を、NGO等と連携し追加的に実施することが重

要である。 

  

・下記「三 検査相談体制」の２に移動しては

どうか。 
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 特に、都道府県等は、患者等や個別施策層に

属する者に対しては、対象者の実情に応じて、

検査・相談の利用の機会に関する情報提供に努

めるなど検査を受けやすくするための特段の配

慮が重要である。 

なお、薬物乱用者については、薬物乱用防止

の取組等、関係施策との連携強化について、併

せて検討することが重要である。 

 

 

 

第三 普及啓発及び教育 

一 基本的考え方 

 普及啓発及び教育においては特に、科学的根

拠に基づく正しい知識に加え、保健所等におけ

る検査・相談の利用に係る情報、医療機関を受

診する上で必要な情報等を周知することが重要

である。 

 また、普及啓発及び教育は、近年の発生動向

を踏まえ、対象者の実情に応じて正確な情報と

知識を、分かりやすい内容と効果的な媒体によ

り提供する取組を強化することで、個人個人の

行動がHIVに感染する危険性の低いもの又は無

いものに変化すること（以下「行動変容」とい

う。）を促進する必要がある。 

 さらに、感染の危険にさらされている者のみ

ならず、それらを取り巻く家庭、地域、学校、

 

二 普及啓発及び教育 

 

 

・「第二 発生の予防およびまん延の防止」の

項の中に、「普及啓発及び教育」及び「検査・

相談体制の充実」を取り込んではどうか。 
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職場等へ向けた普及啓発及び教育についても効

果的に取り組み、行動変容を起こしやすくする

ような環境を醸成していくことが必要である。 

 普及啓発及び教育を行う方法については、国

民一般を対象にHIV・エイズに係る情報や正しい

知識を提供するものと、個別施策層等の対象と

なる層を設定し行動変容を促すものとがあり、

前者については、国民の関心を持続的に高める

ために、国及び地方公共団体が主体的に全国又

は地域全般にわたり施策に取り組むことが重要

であり、後者については、対象者の年齢、行動

段階等の実情に応じた内容とする必要があるこ

とから、住民に身近な地方公共団体がNGO等と連

携して進めていくことが重要である。 

 国及び地方公共団体は、感染の危険にさらさ

れている者のみならず、日本に在住する全ての

人々に対して、感染に関する正しい知識を普及

できるように、学校教育及び社会教育との連携

を強化して、対象者に応じた効果的な教育資材

を開発すること等により、具体的な普及啓発活

動を行うことが重要である。また、普及啓発に

携わる者に対する教育を行うことも重要であ

る。さらに、患者等や NGO 等が実施する性行動

等における感染予防のための普及啓発事業が円

滑に行われるように支援することが重要であ
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る。 

 

 

 

 

  

【参考】 

第三 普及啓発及び教育 

一 基本的考え方 

（略） 

国及び地方公共団体は、感染の危険にさらさ

れている者のみならず、日本に在住する全ての

人々に対して、感染に関する正しい知識を普及

できるように、学校教育及び社会教育との連携

を強化して、対象者に応じた効果的な教育資材

を開発すること等により、具体的な普及啓発活

動を行うことが重要である。また、普及啓発に

携わる者に対する教育を行うことも重要であ

る。さらに、患者等やNGO等が実施する性行動等

における感染予防のための普及啓発事業が円滑

に行われるように支援することが重要である。 

 

二 患者等及び個別施策層に対する普及啓発及

び教育の強化 

（略） 

また、青少年に対する教育等を行う際には、

 

 

 

１ 教育機関等での普及啓発 

 国及び都道府県等は、感染の危険にさらされ

ている者のみならず、日本に在住する全ての

人々に対して、感染に関する正しい知識を普及 

できるように、学校教育及び社会教育との連携 

を強化して、対象者に応じた効果的な教育資材 

の開発等により、具体的な普及啓発活動を支援 

するように努めることが重要である。また、知 

識及び経験を有する医療従事者は、普及啓発に

携わる者に対する教育に積極的に協力する必要

がある。 

 

 

 

 

 

また、青少年に対する教育等を行う際には、

 

 

 

・MSM以外の人々も当事者意識を持つことが重要

であり、１ MSMに対する普及啓発と、２ 教

育機関等での普及啓発の順番を入れ替えて記

載してはどうか。 

・現行の「第三 普及啓発及び教育」の「一 基

本的な考え方」から移動してはどうか。 

 

 

・医療従事者は、教育機関での普及啓発に協力

する必要があるのではないか。 

 

 

 

・青少年を取り巻く環境、家庭の協力等につい

ての記載は重要であり記載してはどうか。 
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学校、地域コミュニティ、青少年相互の連携・

協力が重要であるとともに、青少年を取り巻く

環境、青少年自身の性的指向や性に対する考え

方等には多様性があるため、それぞれの特性に

応じた教育等を行う必要がある。 

 

 

 

 

二 患者等及び個別施策層に対する普及啓発及

び教育の強化 

 国及び地方公共団体は、患者等及び個別施策

層に対する普及啓発及び教育を行うに当たって

は、感染の機会にさらされる可能性を低減させ

るために、各個別施策層の社会的背景に即した

具体的な情報提供を積極的に行う必要がある。

このため、個別施策層に適した普及啓発用資材

等を患者等とNGO等の共同で開発し、普及啓発事

業を支援することが必要である。特に、地方公

共団体は、地方の実情に応じた受検・受療行動

につながる効果的な普及啓発事業の定着を図る

ために、保健所、医療機関、教育機関、企業、

NGO等との連携を促進することが重要であり、こ

れらの連携を可能とする職員等の育成について

も取り組むことが重要である。 

学校、家庭、地域コミュニティ、青少年相互の

連携・協力が重要であるとともに、青少年を取

り巻く環境、青少年自身の性的指向や性に対す

る考え方等には多様性があるため、それぞれの

特性に応じた教育等を行う必要がある。 
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 HIV感染の予防において、MSM及び青少年に対

する普及啓発及び教育は特に重要である。 

 MSMに対する普及啓発等においては、国及び地

方公共団体と当事者・NGO等との連携が必須であ

り、対象者の実情に応じた取組を強化していく

ことが重要である。 

 また、青少年に対する教育等を行う際には、

学校、地域コミュニティ、青少年相互の連携・

協力が重要であるとともに、青少年を取り巻く

環境、青少年自身の性的指向や性に対する考え

方等には多様性があるため、それぞれの特性に

応じた教育等を行う必要がある。 

 

 

２ MSMに対する普及啓発 

 感染者等の大半を占めるMSMに対する普及啓

発においては、国及び都道府県等は、当事者・

NGO等との連携を進めながら、取組を継続するこ

とに加え、これまでの方法では普及啓発が行き

届いていない対象者を把握するなど、対象者の

実情に応じた取組を強化していくことが重要で

ある。 

 

三 医療従事者等に対する教育 

 国及び都道府県等にあっては、研修会等によ

り、広く医療従事者等に対して、最新の医学や

医療の教育のみならず、患者等の心理や特に個

別施策層の社会的状況等の理解に資する教育、

患者等の人権の尊重や個人情報保護及び情報管

理に関する教育等を強化して行うことが重要で

ある。 

３ 医療従事者等に対する教育 

医療・介護の現場では、標準感染予防策をと

ることが、感染制御の観点から重要である。国

立研究開発法人国立国際医療研究センターエイ

ズ治療・研究開発センター（以下「ACC」という。）

は医療従事者等に対する、最新の知見の普及に

当たって、中心的役割を担うとともに、国及び

都道府県等は、ACC、地方ブロック拠点病院、中

核拠点病院及びエイズ治療拠点病院との連携の

下、全ての医療機関、介護施設等において感染

者等への対応が可能になるよう、医療従事者等

に対する教育を継続する必要がある。 

 

・感染者や患者の診療・介護には特別な予防策

は必要なく、標準感染予防策(スタンダードプ

リコーション)で対応できることを記載して

はどうか。 

・病状に応じた対策を講じるのが標準予防策で

あり、標準予防策をとれば全ての医療機関、

介護施設での受け入れは可能になる。 
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四 関係機関との連携の強化 

 厚生労働省は、具体的な普及啓発事業を展開

していく上で、文部科学省及び法務省と連携し

て、教育及び啓発体制を確立することが重要で

ある。また、報道機関等を通じた積極的な広報

活動を推進するとともに、保健所等の窓口に外

国語で説明した冊子を備えておく等の取組を行

い、旅行者や外国人への情報提供を充実させる

ことが重要である。 

 

４ 関係機関との連携の強化 

 厚生労働省は、具体的な普及啓発に係る事業

を展開していく上で、文部科学省及び法務省と

連携して、教育及び啓発体制を確立することが

重要である。また、感染者等の人権に配慮しつ

つ、報道機関等を通じた積極的な広報活動を推

進するとともに、保健所等の窓口に外国語で説

明した冊子を備えておく等の取組を行い、旅行

者や外国人への情報提供を充実させることが重

要である。 

 

 

第四 検査・相談体制の充実 

一 基本的考え方 

１ 検査・相談体制の充実については、感染者

が早期に検査を受検し、適切な相談及び医療機

関への紹介を受けることは、感染症の予防及び

まん延の防止のみならず、感染者個人個人の発

症又は重症化を防止する観点から極めて重要で

ある。 

２ このため、国及び都道府県等は、保健所等

における検査・相談体制の充実を基本とし、検

査・相談の機会を、個人個人に対して行動変容

を促す機会と位置付け、利用者の立場に立った

取組を講じていくことが重要である。また、様々

 

三 検査・相談体制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 
 

な背景を持つ感染者が、早期に検査を受検し、

適切な相談及び医療機関への紹介を受けること

ができるよう、NGO等との連携により、利用者の

立場に立った検査・相談の機会の拡充につなが

る取組を強化することが重要である。 

 

二 検査・相談体制の強化 

１ 国及び都道府県等は、基本的考え方を踏ま

え、保健所における無料の匿名による検査・相

談体制の充実を重点的かつ計画的に進めていく

ことが重要である。 

 さらに、都道府県等は、NGO等や必要に応じて

医療機関とも連携し、個人情報の保護に配慮し

つつ、地域の実情に応じて、利便性の高い場所

と夜間・休日等の時間帯に配慮した検査や迅速

検査を実施するとともに、検査・相談を受けら

れる場所と時間帯等の周知を行うなど、利用の

機会の拡大を促進する取組を強化することが重

要である。 

 また、国は、都道府県等の取組を支援するた

め、検査・相談の実施方法に係る指針や手引き

等を作成するとともに、各種イベント等集客が

多く見込まれる機会を利用すること等により、

検査・相談の利用に係る情報の周知を図ること

が重要である。 

１ 保健所等における検査･相談体制 

 国及び都道府県等は、地域の実情に即した無

料の匿名による検査・相談体制の充実を重点的

かつ計画的に進めていくことが重要である。 

また、国は、都道府県等の取組を支援するた

め、検査・相談の実施方法に係る指針や手引き

等を作成するとともに、各種イベント等集客が

多く見込まれる機会を利用すること等により、

検査・相談の利用に係る情報の周知を図ること

が重要である。 

 都道府県等は、関係機関と連携し、受検者の

うち希望する者に対しては、検査の前に相談の

機会を設け、必要かつ十分な情報に基づく意思

決定の上で検査を行うことが重要である。 

保健所等は、必要に応じてNGO等及び医療機関

とも連携し、個人情報の保護に配慮しつつ、医

療機関への受診に確実につなげることが重要で

ある。利便性の高い場所と夜間・休日等の時間

帯に配慮した検査や迅速検査を実施するととも

 

・各地域の実情に即した効果的な検査の実施の

重要性を記載してはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 
 

 

２ 都道府県等は、関係機関と連携し、受検者

のうち希望する者に対しては、検査の前に相談

の機会を設け、必要かつ十分な情報に基づく意

思決定の上で検査を行うことが重要である。 

 さらに、検査の結果、陽性であった者には、

早期治療・発症予防の重要性を認識させるとと

もに、適切な相談及び医療機関への紹介による

早期治療・発症予防の機会を提供し、医療機関

への受診を確実に促すことが極めて重要であ

る。一方、陰性であった者についても、行動変

容を促す機会として積極的に対応することが重

要である。 

 また、検査後においては、希望する者に対し

て、継続的な検査後の相談及び陽性者の支援の

ための相談等、相談体制の充実に向けた取組を

強化することも重要である。 

 

に、他の性感染症との同時検査、検査の外部委

託等の検査の利用機会の拡大を促進する取組を

強化し、さらに、検査・相談を受けられる場所

と時間帯等の周知を行うことが重要である。 

  

さらに、検査の結果、陽性であった者には、

早期治療・発症予防の重要性を認識させるとと

もに、適切な相談及び医療機関への紹介による

早期治療・発症予防の機会を提供し、医療機関

への受診に確実につなげることが極めて重要で

ある。一方、陰性であった者についても、感染

症予防の重要性を啓発する機会として積極的に

対応することが重要である。 

 また、検査後においては、希望する者に対し

て、継続的な検査後の相談及び陽性者の支援の

ための相談等、相談体制の充実に向けた取組を

強化することも重要である。 

 

 

三 個別施策層に対する検査・相談の実施 

 国及び都道府県等は、人権や社会的背景に最

大限配慮しつつ、NGO等と連携した取組を実施

し、対象者の実情に応じた、利用の機会の拡大

を促進する取組を強化することが重要である。

なお、個別施策層に対し効率的に検査を実施す
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るという観点で、新規感染者・患者報告数が全

国水準より高い等の地域にあっては、地域の実

情を踏まえた定量的な指標に基づく施策の目標

等を設定し実施していくことが望まれるが、地

域の実情及び施策の性質等によっては、定性的

な目標等を設定することも考えられる。さらに、

心理的背景や社会的背景にも十分に配慮した相

談体制の整備が重要であり、専門の研修を受け

た者によるもののみならず、ピア・カウンセリ

ング（患者等や個別施策層の当事者による相互

相談をいう。以下同じ。）を活用することも有

効である。 

 

 

【参考】 

第二 発生の予防及びまん延の防止 

四 個別施策層に対する施策の実施 

 国及び都道府県等は、引き続き、個別施策層

（特に、青少年及びMSM）に対して、人権や社会

的背景に最大限配慮したきめ細かく効果的な施

策を、NGO等と連携し追加的に実施することが重

要である。 

 特に、都道府県等は、患者等や個別施策層に

属する者に対しては、対象者の実情に応じて、

検査・相談の利用の機会に関する情報提供に努

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 個別施策層に対する検査・相談体制 

国及び都道府県等は、引き続き、個別施策層

に対して、人権や社会的背景に最大限配慮した

きめ細かく効果的な検査・相談体制を、医療機

関、NGO等と連携して、継続して構築する必要が

ある。 

 特に、都道府県等は、感染者等や個別施策層

に属する者に対しては、対象者の実情に応じて、

検査・相談の利用の機会に関する情報提供に努
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めるなど検査を受けやすくするための特段の配

慮が重要である。 

 なお、薬物乱用者については、薬物乱用防止

の取組等、関係施策との連携強化について、併

せて検討することが重要である。 

めるなど検査を受けやすくするための特段の配

慮が重要である。 

なお、違法な薬物使用者については、薬物乱

用防止の取組等、関係施策との連携強化につい

て、併せて検討することが重要である。 

 

 

・「薬物乱用・依存者」を「薬物依存者」と記

載してはどうか。 

 

 

 

３ 郵送検査  

 近年、郵送検査の利用数が増加しているが、

郵送検査のみでは、HIVへの感染の有無が確定す

るものではないため、国は、郵送検査の結果、

さらなる検査が必要とされた者を、医療機関等

への受診に確実につなげる方法等について検討

する必要がある。 

 

四 保健医療相談体制の充実 

 国及び都道府県等は、地域の実情に応じた保

健医療相談サービスを提供するため、NGO等と連

携し、保健医療相談の質的向上等を図る必要が

ある。また、HIV感染の予防や医療の提供に関す

る相談窓口を維持するとともに、性感染症に関

する相談、妊娠時の相談といった様々な保健医

療相談サービスとの連携を強化することも重要

である。  

特に、個別の施策が必要である地域において

は、相談窓口を増設するとともに、メンタルヘ

ルスケアを重視した相談の質的向上等を図るた

  

 

 

 

 

 

 

 



22 
 

め、必要に応じて、その地域の患者等や NGO 等

と連携することが重要である。 

   

 

 

第五 医療の提供 

 

第三 医療の提供 

 

一 総合的な医療提供体制の確保 

１ 医療提供体制の充実 

国及び都道府県は、患者等に対する医療及び

施策が更に充実するよう、国のHIV治療の中核的

医療機関であるACC、地方ブロック拠点病院、中

核拠点病院及びエイズ治療拠点病院の機能の強

化を推進するとともに、地域の実情に応じて、

中核拠点病院、エイズ治療拠点病院、地域の診

療所等間の機能分担による診療連携の充実や患

者等を含む関連団体との連携を図ることによ

り、都道府県内における総合的な医療提供体制

の整備を重点的かつ計画的に進めることが重要

である。 

 具体的には、ACCの支援を原則として受ける地

方ブロック拠点病院が中核拠点病院を、中核拠

点病院がエイズ治療拠点病院を支援するとい

う、各種拠点病院の役割を明確にしつつ、ACC及

び地方ブロック拠点病院の緊密な連携の下、中

核拠点病院等を中心に、地域における医療水準

一 基本的考え方 

 

国及び都道府県は、治療の進歩による予後の

改善に伴う感染者等の増加及び高齢化に対応す

るため、各種拠点病院の機能を明確化し、地域

の実情に応じて、中核拠点病院、エイズ治療拠

点病院と地域の病院等間の機能分担による診療

連携の充実を図ることが重要である。また、都

道府県における総合的な医療提供体制の整備を

重点的かつ計画的に進めるとともに、感染者等

が主体の良質かつ適切な医療が居住地で安心し

て受けられるような基盤作りを進めることが重

要である。 

 

 

・ACC、地方ブロック拠点病院、中核拠点病院及

びエイズ治療拠点病院それぞれの役割を明確

化してはどうか。 

 

 

・長期療養が問題となる中で介護についても言

及してはどうか。 
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の向上及びその地域格差の是正を図るととも

に、一般の医療機関においても診療機能に応じ

た患者主体の良質かつ適切な医療が居住地で安

心して受けられるような基盤作りが重要であ

る。このため、地方ブロック拠点病院、中核拠

点病院、エイズ治療拠点病院、地域の診療所等

の連携を深め、相互の研修等により診療の質の

向上を図ることができるよう、都道府県等が設

置する推進協議会等において、各種拠点病院に

おける医療従事者への啓発や各種拠点病院間の

診療連携の推進、担当医師のみならず担当診療

科を中心とした各種拠点病院としての医療提供

体制の維持等、医療体制整備の進捗状況を評価

できる仕組みを検討することも必要である。 

 

 

 

 

 二 医療機関でのHIV検査 

HIV感染の早期発見に結びつく検査機会の拡

大及び早期治療の開始のためには、医療機関に

おいて、HIV検査が適切かつ積極的に実施される

ことも重要である。医療従事者は、HIV感染症・

エイズが疑われる者のみならず、梅毒、淋菌感

染症、性器クラミジア感染症、性器ヘルペス感

染症、尖圭コンジローマ、B型肝炎等の性感染症

が疑われる者に対して、HIV検査の実施を積極的

に検討する必要がある。 

 

・医療機関での検査については、「医療の提供」

の項に記載してはどうか。 

 

・HIV感染症、エイズよる症状に対する検

査も記載してはどうか。 

・検査での同意を定めている通知を改正し、検

査前・検査後の保健指導やカウンセリングの

実施については任意とし、また口頭での同意

で検査が可能と明記してはどうか。 
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 三 総合的な医療体制の確保  

２ 良質かつ適切な医療の提供及び医療連携体

制の強化 

 高度化したHIV治療を支えるためには、医療の

質の標準化を進めるべく専門医等の医療従事者

が連携して診療に携わることが重要であり、国

は、外来診療におけるチーム医療、ケアの在り

方についての指針等を作成し、良質かつ適切な

医療の確保を図る取組の強化が重要である。 

また、早期に患者等へ適切な医療を提供する

ことは、二次感染防止の観点から重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに今後は、専門的医療と地域における保

健医療サービス及び福祉サービスとの連携等が

必要であり、これらの「各種保健医療サービス

及び福祉サービスとの連携を確保するための機

能」（以下「コーディネーション」という。）

を担う看護師等の地方ブロック拠点病院及び中

１ 早期治療導入について  

 

 

 

 

 

 

 

早期に感染者等へ適切な医療を提供すること

は、個人の予後を改善するとともに、二次感染

防止の観点からも重要であることから、国は、

感染者等の早期治療の開始及び治療継続を促進

する仕組みの検討を進める必要がある。 

 

２ 地域での包括的な医療体制の確保 

地域の感染者等の数及び医療資源の状況に応

じ、エイズ治療拠点病院を中心とする包括的な

診療体制を構築するためには、専門的医療と地

域における保健医療サービス及び介護・福祉サ

ービスとの連携等が必要であることから、国及

び都道府県等は、地方ブロック拠点病院及び中

核拠点病院に、HIV感染症・エイズに関して知見

を有する看護師及び医療ソーシャルワーカー等

 

 

・チーム医療等の重要性については、下記「3 

診療科連携の強化」に記載してはどうか。 

 

 

 

 

 

・発生の予防・まん延の防止にも有用であるこ

とから、HIV感染判明後速やかに治療開始が可

能になることが望ましい。 

・継続的に治療が受けられるための支援の枠組

みを検討する必要があるのではないか。 

 

・地域の患者数や医療資源の状況に応じ、拠点

病院を中心とする包括的な診療体制を構築す

ることが重要としてはどうか。 
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核拠点病院への配置を推進することが重要であ

る。 

 

 

都道府県等は、中核拠点病院の設置する連絡

協議会等と連携し、医師会、歯科医師会等の関

係団体や患者団体の協力の下、中核拠点病院、

エイズ治療拠点病院及び地域診療所等間の診療

連携の充実を図ることが重要である。特に、患

者等に対する歯科診療の確保について、地方ブ

ロック拠点病院及び中核拠点病院は、地域の実

情に応じ相互の連携の下、各種拠点病院と診療

に協力する歯科診療所との連携体制の構築を図

ることにより、患者等へ滞りなく歯科診療を提

供することが重要である。 

を配置し、各種保健医療サービス及び介護・福

祉サービスとの連携を確保するための機能（以

下「コーディネーション」という。）を拡充さ

せることが重要である。 

都道府県等は、中核拠点病院の設置する連絡

協議会等と連携し、医師会、歯科医師会等の関

係団体や患者団体の協力の下、中核拠点病院、

エイズ治療拠点病院及び地域診療所等間の診療

連携の充実を図ることが重要である。特に、患

者等に対する歯科診療及び透析医療の確保につ

いて、地方ブロック拠点病院及び中核拠点病院

は、地域の実情に応じ、各種拠点病院と診療に

協力する歯科診療所及び透析医療機関との連携

体制の構築を図ることにより、患者等へ滞りな

く歯科診療や透析医療等を提供することが重要

である。 

 

 

・コーディネータナースと同様にＭＳＷの重要

性を記載してはどうか。 

 

 

 

 

 

 

・透析受け入れ施設の確保についてもあわせて

記載してはどうか。 

 

 

 

・透析や不妊治療も具体的に記載してはどうか。 

・具体的な医療行為を入れる際に、何を入れる

のかどう決めるのかが明確でないため、慎重

にあるべきではないか。 

・歯科医療、透析医療は差別偏見の象徴として 

議論されてきた経緯がある。 

 

３ 十分な説明と同意に基づく医療の推進 

 治療効果を高めるとともに、感染の拡大を抑 

制するためには、医療従事者は患者等に対し、 

十分な説明を行い、理解を得るよう努めること 

 ・下記「七 十分な説明と同意に基づく医療の

推進」へ移動 
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が不可欠である。具体的には、医療従事者は医 

療を提供するに当たり、適切な療養指導を含む 

十分な説明を行い、患者等の理解が得られるよ 

う継続的に努めることが重要である。説明の際 

には、患者等の理解を助けるため、分かりやす 

い説明資料を用意すること等が望ましい。また、 

患者等が主治医以外の医師の意見を聞き、自ら 

の意思決定に役立てることも評価される。 

   

４ 主要な合併症及び併発症への対応の強化 

 HIV治療そのものの進展に伴い、結核、悪性腫

瘍等の合併症や肝炎等の併発症を有する患者へ

の治療及び抗HIV薬の投与に伴う有害事象等へ

の対応も重要であることから、国は、引き続き

これらの治療等に関する研究を行い、その成果

の公開等を行っていくことが重要である。特に

肝炎ウイルスとの重複感染により重篤化した肝

炎・肝硬変に対する肝移植等を含む合併症・併

発症対策は、その重篤な臨床像から、研究のみ

ならず医療においても専門とする診療科間の連

携を強化することが重要である。また、治療に

伴う心理的負担を有する患者に対しては、診断

後早期からの精神医学的介入による治療も重要

である。このため、精神科担当の医療従事者に

対しては、HIV診療についての研修等を実施する

３ 診療科連携の強化 

HIV治療そのものの進展に伴い、結核、悪性腫

瘍等の合併症や肝炎等の併発症を有する感染者

等への治療及び抗HIV薬の投与に伴う有害事象

等への対応が重要であることから、国は、引き

続きこれらの治療等に関する対応を強化するべ

きである。そのためには、医療現場においてHIV

治療を専門とする医療従事者を中心としつつ、

関係する診療科及び部門間の連携を強化し、医

療機関全体で対応できる体制を整備することが

重要である。 

さらに、医療従事者は、医療を提供するに当

たり、チーム医療の重要性を認識し、医療機関

内外の専門家及び専門施設と連携を図り、心理

的な支援、服薬指導等を含めた包括的な診療体

制を構築する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現在のチーム医療の中で心理面の支援を担う

医療者を介し、院内外の専門家や専門施設と

の連携を図り、加療継続が可能になるような

包括的な支援体制を構築することが重要であ

ることをわかりやすく記載してはどうか。 
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ことが重要である。 

 

 

５ 情報ネットワークの整備 

 患者等や医療関係者が、治療方法や主要な合

併症及び併発症の早期発見方法等の情報を容易

に入手できるように、インターネットやファク

シミリにより医療情報を提供できる体制を整備

することが重要である。また、診療機関の医療

水準を向上させるために、個人情報の保護に万

全を期した上で、HIV診療支援ネットワークシス

テム（A-net）等の情報網の普及や患者等本人の

同意を前提として行われる診療の相互支援の促

進を図ることが重要である。さらに、医療機関

や医療従事者が相互に交流することは、医療機

関、診療科、職種等を超えた連携を図り、ひい

ては、患者等の医療上の必要性を的確に把握す

ること等につながり有効であるため、これらの

活動を推進することが望ましい。 

 

  

・ＡPI-Net 等により情報提供が可能になってい

るため削除してはどうか。 

６ 長期療養・在宅療養支援体制の整備 

 患者等の療養期間の長期化に伴い、患者等の

主体的な療養環境の選択を尊重するため、長期

療養・在宅療養の患者等を積極的に支える体制

整備を推進していくことが重要である。このた

め、国及び都道府県等は、具体的な症例に照ら

４ 長期療養・在宅療養支援体制等の整備 

 感染者等の療養期間の長期化に伴い、保健医

療サービスと介護・福祉サービスとの連携等が

重要になる中で、コーディネーションを担う看

護師及び医療ソーシャルワーカー等は介護サー

ビスとの連携を確保することが重要である。ま
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しつつ、患者等の長期療養・在宅療養サービス

の向上に配慮していくよう努めることが重要で

ある。都道府県等にあっては、地域の実情に応

じて、地方ブロック拠点病院及び中核拠点病院

相互の連携によるコーディネーションの下、連

絡協議会等において、各種拠点病院と地域医師

会・歯科医師会等との連携を推進し、各種拠点

病院と慢性期病院との連携体制の構築を図るこ

とが重要である。 

 

【参考】 

四 日常生活を支援するための保健医療・福祉

サービスの連携強化 

 患者等の療養期間の長期化に伴い、障害を持

ちながら生活する者が多くなったことに鑑み、

保健医療サービスと障害者施策等の福祉サービ

スとの連携を強化することが重要である。具体

的には、国及び都道府県等は、専門知識に基づ

く医療社会福祉相談（医療ソーシャルワーク）

やピア・カウンセリング等の研修の機会を拡大

し、医療機関や地域のNGO等と連携した生活相談

支援のプログラムを推進することが重要であ

る。このため、エイズ治療拠点病院とNGO等との

連携構築のための研修等の機会の提供等も重要

である。また、患者及びその家族等の日常生活

た、感染者等の主体的な療養環境の選択を尊重

するため、長期療養・在宅療養の患者等を積極

的に支える体制整備を推進していくことも重要

である。このため、国及び都道府県等は、具体

的な症例に照らしつつ、感染者等の長期療養・

在宅療養サービスの向上に配慮していくよう努

めることが重要である。都道府県等にあっては、

地域の実情に応じて、地方ブロック拠点病院及

び中核拠点病院相互の連携によるコーディネー

ションの下、各種拠点病院と慢性期病院、介護

施設等との連携体制の構築を図ることが重要で

ある。 

 

 

 

また、感染者等の日常生活の基盤を整備する

ことは、感染者等の抗HIV療法の継続のために重

要である。国及び都道府県等は、エイズ拠点病

院等と連携して、専門知識に基づく医療社会福

祉相談（医療ソーシャルワーク）やピア・カウ

ンセリング（患者等や個別施策層の当事者によ

る相互相談をいう。）等の研修の機会を拡大し、

NGO等と連携した生活相談支援を推進すること

が重要である。また、患者及びその家族等の日

常生活を支援するという観点から、その地域の

 

 

・記載が重複していることから削除してはどう

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・現行の第五 四から移動 

 

 

 

 

 

・重複しているので削除してはどうか。 
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を支援するという観点から、その地域のNGO等と

の連携体制、社会資源の活用等についての情報

を周知する必要がある。 

 

NGO等との連携体制、社会資源の活用等について

の情報の周知を進める必要がある。 

 

７ 治療薬剤の円滑な供給確保 

 国は、患者等が安心して医療を受けることが

できるよう、治療薬剤の円滑な供給を確保する

ことが重要である。そのため、国内において医

薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四

十五号）で承認されているが HIV 感染又はその

随伴症状に対する効能又は効果が認められてい

ない薬剤の中で効果が期待される薬剤の医療上

必要な適応拡大を行うとともに、海外で承認さ

れた治療薬剤がいち早く国内においても使用で

きるようにする等の措置を講じ、海外との格差

を是正していくことが重要である。 

四 治療医薬品の円滑な供給確保 

 国は、感染者等が安心して医療を受けること

ができるよう、治療医薬品の円滑な供給を確保

することが重要である。そのため、国内におい

て医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第

百四十五号）で承認されているがHIV感染又はそ

の随伴症状に対する効能又は効果が認められて

いない医薬品の中で効果が期待される医薬品の

医療上必要な適応拡大を行うとともに、海外で

承認された治療医薬品がいち早く国内において

も使用できるようにする等の措置を講じ、海外

との格差を是正していくことが重要である。 

 

 

 

二 人材の育成及び活用 

 良質かつ適切な医療の提供のためには、HIV

に関する教育及び研修を受け、個別施策層のみ

ならず多様な人間の性について理解し、対応で

きる人材を育成し、効率的に活用することが重

要であるとともに、人材の育成による治療水準

の向上も重要である。国及び都道府県等は、引

  

・人材の育成は最後に記載するべきではないか 
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き続き、医療従事者に対する研修を実施すると

ともに、中核拠点病院及びエイズ治療拠点病院

のHIV治療の質の向上を図るため、地方ブロック

拠点病院等による出張研修等により、効果的な

研修となるよう支援することが重要である。ま

た、地方ブロック拠点病院だけではなく、中核

拠点病院においてもコーディネーションを担う

看護師等が配置できるよう、看護師等への研修

を強化することも重要である。 

 

 

 

三 個別施策層に対する施策の実施 

 個別施策層に対して良質かつ適切な医療を提

供するためには、その特性を踏まえた対応が必

要であり、医療関係者への研修、対応手引書の

作成等の機会に個別的な対応を考えていくこと

等が重要である。 

 例えば、個別施策層が良質かつ適切な医療を

受けられることは、感染の拡大の抑制にも重要

である。このため、都道府県等は、地域の実情

に応じて、各種拠点病院等において検査やHIV治

療に関する相談（情報提供を含む。）の機会の

拡充への取組の強化を図るべきであり、特に外

国人に対する医療への対応にあたっては、職業、

国籍、感染経路等によって医療やサービス、情

報の提供に支障が生じることのないよう、医療

五 外国人に対する医療の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 外国人に対する医療への提供にあたっては、

職業、国籍、感染経路等によって医療及び情報

の提供に支障が生じることがないよう、医療従

・医療の提供については全ての国民に同等に行

われるべきであるが、個別施策層の中でも、

言語障壁のある外国人については特段の配慮

が必要なため、別に項立てしてはどうか。 
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従事者に対する研修を実施するとともに、NGO等

と協力し、通訳等の確保による多言語での対応

の充実等が必要である。 

 

【参考】 

一 総合的な医療提供体制の確保 

３ 十分な説明と同意に基づく医療の推進 

 治療効果を高めるとともに、感染の拡大を抑

制するためには、医療従事者は患者等に対し、

十分な説明を行い、理解を得るよう努めること

が不可欠である。具体的には、医療従事者は医

療を提供するに当たり、適切な療養指導を含む

十分な説明を行い、患者等の理解が得られるよ

う継続的に努めることが重要である。説明の際

には、患者等の理解を助けるため、分かりやす

い説明資料を用意すること等が望ましい。また、

患者等が主治医以外の医師の意見を聞き、自ら

の意思決定に役立てることも評価される。 

事者に対する研修を実施するとともに、NGO等と

協力し、通訳等の確保による多言語での対応の

充実が必要である。また、外国人への医療提供

の状況等について、調査することも重要である。 

 

 

六 十分な説明と同意に基づく医療の推進 

 治療効果を高めるとともに、感染の拡大を抑 

制するためには、医療従事者は患者等に対し、 

十分な説明を行い、理解を得るよう努めること 

が不可欠である。具体的には、医療従事者は医 

療を提供するに当たり、適切な服薬指導を含む 

十分な説明を行い、感染者等の理解が得られる 

よう継続的に努めることが重要である。説明の 

際には、感染者等の理解を助けるため、分かり 

やすい説明資料を用意すること等が望ましい。 

また、感染者等が主治医以外の医師の意見を聞 

き、自らの意思決定に役立てることも重要であ 

る。 

 

 

 

・訪日外国人が増えているため、外国人の動向

把握が必要ではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・長期内服が必要であり、特に服薬指導につい

て記載してはどうか。 

 

 

 

 

【参考】 

二 人材の育成及び活用 

 良質かつ適切な医療の提供のためには、HIVに

関する教育及び研修を受け、個別施策層のみな

らず多様な人間の性について理解し、対応でき

 

七 人材の育成及び活用 

 医療従事者が、感染者等に良質かつ適切な医

療を提供するためには、HIVに関する教育及び研

修を受け、多様な人間の性について理解し、対
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る人材を育成し、効率的に活用することが重要

であるとともに、人材の育成による治療水準の

向上も重要である。国及び都道府県等は、引き

続き、医療従事者に対する研修を実施するとと

もに、中核拠点病院及びエイズ治療拠点病院の

HIV治療の質の向上を図るため、地方ブロック拠

点病院等による出張研修等により、効果的な研

修となるよう支援することが重要である。また、

地方ブロック拠点病院だけではなく、中核拠点

病院においてもコーディネーションを担う看護

師等が配置できるよう、看護師等への研修を強

化することも重要である。 

 

 

四 日常生活を支援するための保健医療・福祉

サービスの連携強化 

 患者等の療養期間の長期化に伴い、障害を持

ちながら生活する者が多くなったことに鑑み、

保健医療サービスと障害者施策等の福祉サービ

スとの連携を強化することが重要である。具体

的には、国及び都道府県等は、専門知識に基づ

く医療社会福祉相談（医療ソーシャルワーク）

やピア・カウンセリング等の研修の機会を拡大

し、医療機関や地域のNGO等と連携した生活相談

支援のプログラムを推進することが重要であ

応できる人材を育成することが重要である。特

に人材の育成については、ACCがその中心的役割

を担うことが必要である。国及び都道府県等は、

引き続き、医療従事者に対する研修を実施する

とともに、中核拠点病院及びエイズ治療拠点病

院のHIV治療の質の向上を図るため、ACC、地方

ブロック拠点病院等による出張研修等により、

効果的な研修となるよう支援することが重要で

ある。また、地方ブロック拠点病院だけではな

く、中核拠点病院においてもコーディネーショ

ンを担う看護師等が配置できるよう、看護師等

への研修を強化することも重要である。 
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る。このため、エイズ治療拠点病院とNGO等との

連携構築のための研修等の機会の提供等も重要

である。また、患者及びその家族等の日常生活

を支援するという観点から、その地域のNGO等と

の連携体制、社会資源の活用等についての情報

を周知する必要がある。 

 

第六 研究開発の推進 第四 研究開発の推進  

一 研究の充実 

 患者等への良質かつ適切な医療の提供等を充

実していくためには、国及び都道府県等におい

て、研究結果が感染の拡大の抑制やより良質か

つ適切な医療の提供につながるような研究を行

っていくべきである。特に、各種治療指針等の

作成等のための研究は、国において優先的に考

慮されるべきであり、当該研究を行う際には、

感染症の医学的側面や自然科学的側面のみなら

ず、社会的側面や政策的側面にも配慮すること

が望ましい。 

 なお、研究の方向性を検討する際には、発生

動向を踏まえ、各研究班からの研究成果を定期

的に確認することが重要である。また、研究に

ついては、エイズ発生動向の分析を補完する疫

学研究、感染拡大の防止に有効な対策を示す研

究、特に個別施策層にあっては、人権及び個人

一 基本的考え方 

 国及び都道府県等は、感染者等への良質かつ

適切な医療の提供等を充実していくため、感染

の拡大の抑制やより良質かつ適切な医療の提供

につながるような研究を行っていくべきであ

る。特に、各種治療指針等の作成等のための研

究は、国において優先的に考慮されるべきであ

り、研究の方向性を検討する際には、発生動向

を踏まえ、各研究班からの研究成果を定期的に

確認することが重要である。 
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情報の保護に配慮した上で、追加的に言語、文

化、知識、心理、態度、行動、性的指向、年齢、

感染率、社会的背景等を含めた疫学的調査研究

及び社会科学的調査研究を、当事者の理解と協

力を得た上で、NGO等と協力し、効果的に行うこ

とが必要である。なお、とりわけ、患者等のう

ち大きな割合を占めるMSMに対しての調査研究

は重要である。 

 あわせて、長期的展望に立ち、継続性のある

研究を行うためには、若手研究者の育成は重要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、国は、長期的展望に立ち、継続性のあ

る研究を推進するとともに、若手研究者の育成

及び研究者の安定した研究継続のための環境整

備を支援していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国は研究を推進すると記載すべき。 

・若手に限らず研究者を育成するとともに、継

続して研究する環境整備が必要と記載しては

どうか。 

 

 

二 特効薬等の研究開発 

 国は、特効薬、ワクチン、診断法及び検査法

の開発に向けた研究を強化するとともに、研究

目標については戦略的に設定することが重要で

ある。この場合、研究の科学的基盤を充実させ

ることが前提であり、そのためにも、関係各方

面の若手の研究者の参入を促すことが重要であ 

る。 

二 医薬品等の研究開発 

 国は、ワクチン、HIV根治療法、抗HIV薬、ゲ

ノム医療を活用した治療法、診断法及び検査法

の開発に向けた研究を強化するとともに、研究

目標については戦略的に設定することが重要で

ある。この場合、研究環境を充実させることが

前提であり、そのためにも、関係各方面の若手

の研究者の参入を促すことが重要である。 

 また、HIV感染症・エイズの予防及びまん延の

防止の方法として、HIV感染のリスクが高い人々

に対する抗HIV薬の曝露前予防投与が有用であ

 

・抗ウイルス薬等の進歩を踏まえ時点修正して

はどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

・我が国において曝露前予防投与が有効か否か
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ることが、近年海外において報告されている。

したがって、我が国においてもこれらの人々に

対する曝露前予防投与を行うことが適当かどう

かに関して研究を進める必要がある。 

 

 

 

について研究を進めると記載してはどうか。 

・PrEP については、研究を進めるべきとあるた

め、研究開発の項へ移動してはどうか。 

三 研究結果の評価及び公開 

 国は、研究の充実を図るため、各種指針等を

含む調査研究の結果については、学識者により

客観的かつ的確に評価するとともに、研究の性

質に応じ、公開等を行い、幅広く患者等からの

意見も参考とすべきである。 

四 研究結果の評価及び公開 

 国は、研究の充実を図るため、各種指針等を

含む調査研究の結果については、学識者により

客観的かつ的確に評価するとともに、研究結果

については公開し、幅広く感染者等からの意見

を聞き、参考とすべきである。 

 

 

 

 

 

第七 国際的な連携 第五 国際的な連携  

一 諸外国との情報交換の推進 

 国は、政府間、研究者間及びNGO等間の情報交

換の機会を拡大し、感染の予防、治療法の開発、

患者等の置かれた社会的状況等に関する国際的

な情報交流を推進し、日本のHIV対策に活 

かしていくことが重要である。 

一 基本的考え方 

 国は、政府間、研究者間及びNGO等間の情報交

換の機会を拡大し、感染の予防、治療法の開発、

感染者等の置かれた社会的状況等に関する国際

的な情報交流を推進し、日本のHIV対策に活かし

ていくことが重要である。 

 

 

二 国際的な感染拡大の抑制への貢献 

 国は、国連合同エイズ計画（UNAIDS）への支

二 国際的な感染拡大の抑制への貢献 

 国は、国連合同エイズ計画（UNAIDS）への支
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援、日本独自の二国間保健医療協力分野におけ

る取組の強化等の国際貢献を推進すべきであ

る。 

 

援、日本独自の二国間保健医療協力分野におけ

る取組の強化等の国際貢献を推進すべきであ 

る。 

三 国内施策のためのアジア諸国等への協力 

 厚生労働省は、有効な国内施策を講ずるため

にも、諸外国における情報を、外務省等と連携

しつつ収集するとともに、諸外国における感染

の拡大の抑制や患者等に対する適切な医療の提

供が重要であることから、日本と人的交流が盛

んなアジア諸国等に対し積極的な国際協力を進

める上で、外務省等との連携が重要である。 

三 国内施策のためのアジア諸国等への協力 

 厚生労働省は、有効な国内施策を講ずるため

にも、諸外国における情報を、外務省等と連携

しつつ収集するとともに、諸外国における感染

の拡大の抑制や感染者等に対する適切な医療の

提供が重要であることから、日本と人的交流が

盛んなアジア諸国等に対し、外務省と連携を図

りながら積極的な国際協力を進めることが重要

である。 

 

 

第八 人権の尊重 第六 人権の尊重   

一 人権の擁護及び個人情報の保護 

 保健所、医療機関、医療保険事務担当部門、

障害者施策担当部門等においては、人権の尊重

及び個人情報の保護を徹底することが重要であ

り、所要の研修を実施すべきである。また、人

権や個人情報の侵害に対する相談方法や相談窓

口に関する情報を提供することも必要である。

なお、相談に当たっては、専用の相談室を整備

するなどの個人情報を保護する措置が必要であ

る。さらに、報道機関には、患者等の人権擁護

一 基本的考え方 

 感染者等は現在においても、医療・福祉のみ

ならず、就学・就労に際しても不利益を被るこ

とがある。国及び都道府県等は、感染者等が就

学・就労に際し不利益を被ることがないよう、

教育現場及び職場における偏見及び差別の発生

を未然に防止するための十分な普及啓発を行う

ことが必要である。 

 

 

・「後天性免疫不全症候群に関する特定感染症

予防指針」のみに「第七 人権の尊重」を入

れてはどうか。 

 

 

 

 

 

 



37 
 

や個人情報保護の観点に立った報道姿勢が期待

される。また、就労斡旋・相談窓口、企業の採

用担当窓口及び企業内においても、人権の尊重

及び個人情報の保護を徹底することが重要であ 

る。 

 

 

 

 

 

 

二 偏見や差別の撤廃への努力 

 患者等の就学や就労を始めとする社会参加を

促進することは、患者等の個人の人権の尊重及

び福利の向上だけでなく、社会全体の感染に関

する正しい知識や患者等に対する理解を深める

ことになる。また、個人や社会全体において、

知識や理解が深まることは、個人個人の行動に

変化をもたらし、感染の予防及びまん延の防止

に寄与することにもつながる。このため、厚生

労働省は、文部科学省、法務省等の関連省庁や

地方公共団体との連携を強化し、人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律（平成十二年法律

第百四十七号）第七条に基づく人権教育・啓発

に関する基本計画を踏まえた人権教育・啓発事

業と連携し、患者等や個別施策層に対する偏見

や差別の撤廃のための正しい知識の普及啓発を

行うとともに、偏見や差別の撤廃に向けての具

体的資料を作成することが重要である。 

 特に、患者等が健全な学校生活を送り、職業

二 偏見や差別の撤廃への努力 

 感染者等の就学・就労や地域での社会活動等

を始めとする社会参加を促進することは、感染

者等の個人の人権の尊重及び福利の向上だけで

なく、社会全体におけるHIV感染症・エイズに関

する正しい知識の啓発や感染者等に対する理解

を深めることになる。特に、健康状態が良好で

ある感染者等については、その処遇において他

の健康な者と同様に扱うことが重要である。こ

のため、厚生労働省は、文部科学省、法務省等

の関連省庁や地方公共団体との連携を強化し、

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平

成十二年法律第百四十七号）第七条に基づく人

権教育・啓発に関する基本計画を踏まえた人権

教育・啓発事業と連携し、感染者等に対する偏

見や差別の撤廃のため、具体的な資料を活用し

つつ正しい知識の普及啓発を行うことが重要で

ある。 

 特に、感染者等が安心して治療を継続しなが

 

・就学や就労だけでなく、地域での社会活動を

含むような表現にしてはどうか。 

 

 

・「また、個人や～蔓延の防止に寄与することに

もつながる。」の記載は「第二 発生の予防及

びまん延の防止」にも記載されているため削

除してはどうか。 

・HIV感染者等への就労支援の重要性について記

載してはどうか。  

 

 

 

・患者等には個別施策層を含む差別偏見に苦し

む人たちが含まれており、個別施策層と定義

されるすべての人々に対して差別や偏見があ

るわけではない。 

・就学、就労に限らず一生を通じて安心して暮
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を選択し、生涯を通じて働き続けるために、学

校や職場における偏見や差別の発生を未然に防

止することが重要であり、NGO 等と連携し、社会

教育も念頭に置きつつ、医療現場や学校、企業

等に対して広く HIV 感染症への理解を深めるた

めの人権啓発を推進するとともに、事例研究や

相談窓口等に関する情報を提供することが必要

である。 

ら生活を送ることができるようにするために

は、学校や職場、地域における偏見や差別の発

生を未然に防止することが重要であり、NGO 等と

連携し、医療現場、学校、地域社会や企業等に

対して広く HIV 感染症への理解を深めるための

人権啓発を推進するとともに、事例研究や相談

窓口等に関する情報を提供することが必要であ

る。 

らせる社会の実現が重要である。 

 

三 個人を尊重した十分な説明と同意に基づく

保健医療サービスの提供 

 HIV感染の特性に鑑み、検査、診療、相談、調

査等の保健医療サービスの全てにおいて、利用

者及び患者等に説明と同意に基づく保健医療サ

ービスが提供されることが重要である。そのた

めにも、希望する者が容易に安心して相談の機

会が得られるよう、保健所や医療機関における

職員等への研修等を推進するとともに、これら

を含む関係機関とNGO等の連携が重要である。 

  

・説明と同意については「医療の提供」にまと

めて記載してはどうか。 

 

第九 施策の評価及び関係機関との連携 

 

第七 施策の評価及び関係機関との連携 

 

 

 

 

 

一 基本的考え方 

 国は、継続的に研究班等から疫学情報及び統

計情報を収集することで、本指針の改定に資す

る施策の評価が可能になるよう努める必要があ

 

・疫学情報を元に施策を評価することが重要あ

ると明記してはどうか。 

・自治体を中心として医療機関とNGOが連携する
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【参考】 

二 各研究班、NGO等との連携 

 国及び都道府県等は、総合的なエイズ対策を

実施する際には、各研究班、NGO等との連携が重

要である。特に、個別施策層を対象とする各種

施策を実施する際には、各研究班、NGO等と横断

的に連携できる体制を整備することが望まし

い。また、NGO等の情報を、地方公共団体に提供

できる体制を整備することも望まれる。 

なお、継続的に質の高い施策を実施するため

には、NGO等の基盤強化のための環境整備、支援

が望まれる。 

あわせて、国及び都道府県等は、各種施策に

おけるNGO等との連携が有効なものとなるよう、

その施策の内容を評価する体制を整備すること

が重要である。 

 

る。 

 また、都道府県等は、地域の実情に応じて、

施策目標等を設定し、実施状況等を複数年にわ

たり評価するよう努める必要がある。 

さらに、国及び都道府県等は、総合的なエイ

ズ対策を実施する際には、医療機関、研究班、

NGO等との連携が重要である。 

 

ことの重要性について記載してはどうか。 

・連携については、基本的考え方に明記しては

どうか。 

 

一 施策の評価 

 厚生労働省は、関係省庁間連絡会議の場等を

活用し、関係省庁及び地方公共団体が講じてい

る施策の実施状況等について定期的に報告、調

整等を行うこと等により、総合的なエイズ対策

を実施するべく、関係省庁の連携をより一層進

二 具体的な評価 

 厚生労働省は、関係省庁間連絡会議の場等を

活用し、関係省庁及び地方公共団体が講じてい

る施策の実施状況等について定期的に報告、調

整等を行うこと等により、総合的なエイズ対策

を実施するべく、関係省庁の連携をより一層進
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める必要がある。 

 

 

 

 また、都道府県等は、感染症予防計画等の策

定又は見直しを行う際には、重点的かつ計画的

に偏りなく進めるべき①正しい知識の普及啓

発、②保健所等における検査・相談体制の充実

及び③医療提供体制の確保等に関し、地域の実

情に応じて施策目標等を設定し、実施状況等を

複数年にわたり評価することが重要である。施

策の目標等の設定に当たっては、基本的には、

定量的な指標に基づくことが望まれるが、地域

の実情及び施策の性質等に応じて、定性的な目

標を設定することも考えられる。 

 

 

 

 なお、国は、国や都道府県等が実施する施策

の実施状況等をモニタリングし、その結果を定

期的に情報提供するとともに、施策を評価し、

必要に応じて改善する。感染者・患者の数が全

国水準より高いなどの地域に対しては、所要の

技術的助言等を行うことが求められる。また、

研究班により得られた研究成果を引き続き研究

める必要がある。 

 国は、一般国民のHIV感染症・エイズに関する

知識の状況を把握する調査等を実施し、普及啓

発の施策の評価に活用する必要がある。 

 また、都道府県等は、ブロック拠点病院等と

連携して把握した地域の感染者等の疫学情報に

基づいて、感染症予防計画等を策定すべきであ

る。感染症予防計画等の策定又は見直しを行う

際には、重点的かつ計画的に偏りなく進めるべ

き①正しい知識の普及啓発、②保健所等におけ

る検査・相談体制の充実及び③医療提供体制の

確保等に関し、地域の実情に応じて施策目標等

を設定し、実施状況等を複数年にわたり評価す

ることが重要である。施策の目標等の設定に当

たっては、基本的には、定量的な指標に基づく

ことが望まれるが、地域の実情及び施策の性質

等に応じて、定性的な目標を設定することも考

えられる。 

 なお、国は、国や都道府県等が実施する施策

の実施状況等をモニタリングし、その結果を定

期的に情報提供するとともに、施策を評価し、

必要に応じて改善する。感染者等の数が全国水

準より高いなどの地域に対しては、所要の技術

的助言等を行うことが求められる。また、研究

班により得られた研究成果を引き続き研究や事

 

・一般国民のHIV感染症に関する知識の状況を把

握するアンケート調査等を実施し、施策の評

価に活用することの必要性を記載してはどう

か。 

・都道府県等は、地域の患者等の情報をブロッ

ク拠点病院などと連携して把握し、それに基

づき施策を立案すべきとしてはどうか。 
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や事業に活かすことができるよう、患者等、医

療関係者、NGO等の関係者と定期的に意見を交換

すべきである。 

 

業に活かすことができるよう、都道府県等、患

者等、医療関係者、NGO 等の関係者と定期的に意

見を交換すべきである。 

二 各研究班、NGO等との連携 

 国及び都道府県等は、総合的なエイズ対策を

実施する際には、各研究班、NGO等との連携が重

要である。特に、個別施策層を対象とする各種

施策を実施する際には、各研究班、NGO等と横断

的に連携できる体制を整備することが望まし

い。また、NGO等の情報を、地方公共団体に提供

できる体制を整備することも望まれる。 

なお、継続的に質の高い施策を実施するため

には、NGO等の基盤強化のための環境整備、支援

が望まれる。 

あわせて、国及び都道府県等は、各種施策に

おけるNGO等との連携が有効なものとなるよう、

その施策の内容を評価する体制を整備すること

が重要である。 

  

・上記「一 基本的考え方」に記載してはどう

か。 

・すでにNGOとの連携は強調されているため削除

してはどうか。 

 


